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■ 2,104 名、39 団体が全社協会長表彰・感謝を受賞～平成

29年度全国社会福祉大会 
 

11月 22日、全社協は厚生労働省、中央共同募金会との共催により「児童福祉法制

定 70 周年記念 平成 29 年度全国社会福祉大会」を都内にて開催し、厚生労働大臣

表彰・感謝、全社協会長表彰・感謝、中央共同募金会会長表彰・感謝の受賞者など

約 1,400 名の参加のもと、表彰式典と記念講演を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

斎藤 十朗会長、高木 美智代厚生労働副大臣挨拶 

本大会会長の斎藤 十朗会長（全社協・中央共募会長）は、開会にあたり、受賞者

に対しお祝いの言葉を述べるとともに、わが国の社会福祉の発展への長きにわたる尽

力に敬意を表しました。続いて、民生委員制度創設100周年についてふれ、本年7月

に天皇皇后両陛下のご臨席を仰いで開催された記念大会を振り返るとともに、今後の

民生委員・児童委員制度の一層の充実を祈念すると述べました。制定 70 周年となる

児童福祉法については、制定当初より、社会全体で子どもの育ちを守り、支えることを

明示した法律であり、その理念に基づいた取組みの成果を未来につないでいかなけ

ればならないと述べました。今後、ともに生きる社会を築いていくために最も重要なも

のは「人」であり、福祉人材の確保がわが国の最重要課題であるとし、現政権の政策

である「人づくり革命」の実現に期待を寄せ挨拶を締めくくりました。 

続いて挨拶した高木 美智代厚生労働副大臣からは、本年は民生委員制度創設

100 周年、児童福祉法制定 70 周年の節目の年であり、この歴史は、先人や受賞者等

が地域住民の立場に立って福祉活動を続けてこられた賜物であること。また、少子高

特 集 

大会の様子 
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齢化や人口減少により、様ざまな福祉ニーズが顕在化するなか、これからは、支える

側と支えられる側を分けるのではなく、ともに「暮らし」と「生きがい」を創り高めあうこと

のできる地域共生社会の実現をめざすと述べられました。児童福祉法については、社

会的養育の充実や、一層の児童虐待防止対策などに取組み、厚生労働省として、福

祉関係者に存分に力を発揮していただけるよう、活動しやすい環境づくりに尽力する

と挨拶されました。 

多年にわたり社会福祉の発展に功労された関係者・団体、社協への表彰・感謝 

続く表彰式典では、主催 3団体それぞれに功労者・団体の表彰・感謝が行われまし

た。本年度の本会会長表彰・感謝では、①民生委員・児童委員功労者 367 名、②社

会福祉法人・福祉施設功労者 386 名、③社会福祉協議会・民間社会福祉団体功労

者 269 名、④永年勤続功労者 1,082 名、⑤社会福祉協議会優良活動 37 社協、⑥社

会福祉功労者・団体（感謝）2 団体の合計 2,104 名・39 団体が受賞されました。 

 

小澤 竹俊氏記念講演 

「住み慣れた地域で人生の最後まで過ごせる社会を目指して～ホスピスから学ぶいのちの授業～ 」 

第 2 部の記念講演では、めぐみ在宅クリニック院長であり、一般社団法人 エンドオ

ブライフ・ケア協会理事の小澤 竹俊 氏に、「住み慣れた地域で人生の最後まで過ご

せる社会を目指して～ホスピスから学ぶいのちの授業～」という演題で、ご講演いただ

きました。 

小澤氏は、世の中で一番、苦しんでいる人のために働きたいと願い、医師を志し、

横浜甦生病院内科・ホスピスに勤務されたのち、めぐみ在宅クリニックを開院し、院長

として活躍されておられます。また、平成 12 年より学校を中心に、「いのちの授業」を

展開され、「ホスピスマインドの伝道師」として精力的な活動もされておられます。 

講演では、ホスピスで長く活動されてきた経験に基づき、苦しみとは希望と現実の開

きであり、あたりまえに生活している人でも、苦しみを抱えて生活していること。支える

人は、苦しむ人の気持ちをキャッチして援助することを意識すべきであること。苦しん

でいる人の力になれなくとも、その人から逃げず向き合い続けることでも支えになること。

そして支えようとする人にこそ支えが必要である、と様ざまなエピソードを交えご講演い

ただき、会場からは多くの共感の頷きが見られました。 
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■ 平成29年度第一次収支補正予算（案）及び理事の選任を

審議～平成29年度全社協第 2回評議員会 
 

11月21日、全社協は平成29年第2回（第183回）評議員会を開催し、開会にあたって

斎藤 十朗会長より次のとおり開会挨拶が行われました。 

斎藤会長挨拶（要旨） 

今年も残すところあとわずかとなり、年末に向け、何かと気忙しい時期となりました。

そのようななか、国では私たちと関係の深い施策に関する重要な議論がすすんでいま

す。来年度の介護報酬、障害福祉の報酬改定については、「最初に削減ありき」という

姿勢がみられる一方で、福祉人材確保のための処遇改善は行うとの考えも示されてい

ます。私は、このように基本的な報酬改定の議論とは別枠で人材確保策を講じるという

考えは、今後の報酬体系に歪みを作ることになるのではないかと考えています。介

護、障害、保育等を担う従事者の処遇を改善しようとするならば、サービスそのものの

評価を引き上げていかなければ、正しい方向にはすすんでいかないのではないか。

我われは、このような議論を今後すすめていく必要があると考えています。 

すでに来年度の税制改正、補正予算の編成、来年度予算の編成がすすめられて

います。また、10月の衆議院総選挙で課題となった消費税率引上げ後の増収分の使

途変更についても、その配分方法についてさまざまな報道などもされており、これから

紆余曲折があるものと思いますが、補正予算や来年度予算においての政策の前倒し

実施や、それに沿った予算付け、新しい政策の実行などがすすめられていくことも考

えられます。我われとしては、利用者の立場に立って、よりよい福祉が実現していくた

めに、必要に応じて意見を述べ、要望していくことが大切であります。また、「一億総活

躍社会」、「人づくり革命」など、さまざまなスローガンが掲げられているなかで、今後、

これらの政策の具体化に向けた動きについても、同様に対処していかなければなりま

せん。 

全社協では、平成25年から2つのことを重要課題として取組みをすすめてまいりまし

た。一つは社会福祉法人制度改革への対応、もう一つは生活困窮者自立支援制度な

ど地域福祉の推進です。これらは、本年度をもって一定の区切りを迎えたと思います。  

現在、「我が事・丸ごとの地域づくり」、「地域共生社会の実現」に向けた取組みがす

Topics 
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すめられておりますが、これらを全体としてみれば、「豊かな福祉のまちづくり」というこ

とだろうと思っております。これらの取組みについては、社協がその中心的な存在とな

り、事業の主たる担い手とならなければなりません。すべての市区町村社協がその役

割を十分に果たせるよう、その活動強化に向けて、全社協として必要な取組みをしっ

かりすすめていきたいと考えております。また、その際には、施設経営法人や民生委

員・児童委員との連携、一体となった取組みが大切であり、このことを念頭に置き、今

後の取組みをすすめてまいりたいと考えており、引き続き、皆さまのご指導、ご協力を

よろしくお願いいたします。 

 

続いて、11 月 17 日に開催さ

れた全社協評議員選任・解任

委員会にて新たに選任された

評議員を紹介したのち、報告

事項として、会長及び業務執行

理事の職務執行状況、本年度

中に制定、改廃された本会諸

規程、評議員選任・解任委員会

の開催状況を説明し、議案審議に入りました。本評議員会では、第 1 号議案「本年度

第一次収支補正予算（案）について」、第 2号議案「理事の選任について」の 2つの議

案が上程され、いずれも原案どおり承認されました。なお、第 2 号議案では、新理事と

して、全国老人福祉施設協議会会長 石川 憲 氏が選任されました。 

 

 

 すべての人が子どもと子育てに関わりをもつ社会の実現をめざ

して～第 61回 全国保育研究大会（兵庫大会） 
 

全国保育協議会（会長 万田 康）は、

11 月 15～17 日にかけて、兵庫県神戸

市にて「第 61 回全国保育研究大会」を

開催しました。全国から 2,000 名を超え

る参加者を得て、保育をめぐる情勢・課

題の共有化と、保育・子育て支援に関

する多様なテーマでの研究協議を行い

ました。 

大会式典では、公・私立2万1,000 ヵ
大会の様子 

評議員会の様子 
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所の保育所・認定こども園等の会員で組織している全国保育協議会と、保育士等 18

万5,000人が加入する全国保育士会が、保育に対する社会からの理解と信頼をさらに

深め、子ども・子育て施策の一層の充実と確立をめざし、大会宣言を採択しました。 

大会宣言の全文は、全国保育協議会ホームページからご覧いただけます。 

分科会テーマ 

第 1分科会「新たな時代の保育実践～すべての子どもにむけて～」 

第 2 分科会「配慮を必要とする子どもや家庭への支援にむけて」 

第 3 分科会「保育者の資質向上を図る」 

第 4 分科会「地域の子育て家庭への支援の充実にむけて」 

第 5 分科会「家庭や地域との連携による食育の推進」 

第 6 分科会「子どものより良い育ちにむけた関係機関とのネットワーク」 

第 7 分科会「保育の社会化にむけて～保育の営みをいかに社会に発信するか～」 

第 8 分科会 

午前：「保育所保育指針の改定等を踏まえたキャリアアップ研修体系を考える～保 

育の質の維持・向上をめざして～」 

午後：「兵庫県における新しい研修システムの構築～軌跡を踏まえて展望を図る～」 

第 9 分科会「公立保育所・公立認定こども園等の使命と地域社会での役割」 

第 10 分科会 

「子ども・子育て支援新制度の第一期計画中間年をむかえ、地域に存在するかけが

えのない社会資源として、これからの教育・保育施設のあり方を展望する」 

第 11 分科会「フリー発表分科会」 

 

【第 61 回全国保育研究大会 宣言】 

http://www.zenhokyo.gr.jp/pdf/taikai61sengen.pdf 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

↑ＵＲＬをクリックすると全国保育協議会ホームページにジャンプします。 

http://www.zenhokyo.gr.jp/pdf/taikai61sengen.pdf
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 ニーズの変化や制度動向を踏まえ、児童養護施設の主体的

な変革をめざす～第 71 回全国児童養護施設長研究協議会

（鳥取大会） 
 

全国児童養護施設協議会（会長 桑原 教修／以下、全養協）では、11 月 8～10

日、第 71 回全国児童養護施設長研究協議会を鳥取県にて開催しました。     

全国から 620 名を超える方が参加し、「児童養護施設の主体的変革に向けて～

日々の養育のいとなみを原点にこれからの役割を考える～」をテーマに掲げ、3 日間

にわたり学び合い、議論を深めました。 

大会初日には施設現場を長年にわたり支えてこられ

た永年勤続職員に対し、桑原 教修全養協会長より感

謝状を贈呈してその功績を称えました。厚生労働省及

び文部科学省からの行政説明の後、桑原会長より「新

しい社会的養育ビジョン」に対する受け止めや全養協

の対応等について基調報告を行いました。また、「すべ

ての子どもの成長を地域社会で支えるために」と題し、

日本社会事業大学参与で前熊本県知事の潮谷 義子

氏より記念講演をいただきました。 

2 日目はテーマ別に 6 つの研究部会（養育のあり方、権利擁護、人材確保・育成、

自立支援、地域展開、制度政策）を開催し、各会場において実践報告に基づく活発な

意見交換が行われました。最終日には（一財）日本心理研修センター理事長の村瀬 

嘉代子 氏を迎えてシンポジウムを行い、児童養護施設における養育実践をあらため

て見つめ直すとともに今後の主体的な変革に向けた取組み等について議論を交わし

ました。その後、加藤副会長が大会を総括し、①専門性の向上と社会に向けた養育実

践の発信、②被措置児童等虐待根絶の取組み強化、③研修体系に基づいた人材育

成、労働環境の整備、④一人ひとりに寄り添ったきめ細かな自立支援、⑤地域の子育

て支援の役割発揮、⑥子どもたちのニーズや実態に応じた制度改革の実現、を柱と

する大会宣言を採択して、大会を締めくくりました。 

なお、来年の第 72 回大会（平成 30 年 10 月 17～19 日）は、札幌市で開催する予

定です。 

 

  

基調報告をする桑原会長 
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第 71 回 全国児童養護施設長研究協議会 鳥取大会 宣言 

私たちは、わが国の未来を担うすべての子どもたちの命と豊かな育ちが大切にされ

る社会の実現を目指し、児童養護施設の現場実践に裏打ちされた養育を発信します。

社会的養護の下で生活する子どもたちの最善の利益を保障すべく、この鳥取大会で

研究協議された以下のことについて、主体的に取り組むことを宣言いたします。 

１． 児童養護施設における日々の養育のいとなみを紡ぎながら、子どもの豊かな

育ちを保障し、専門性の向上に努めます。そして広く社会に対して私たちの養

育実践を発信し、わが国の子育てを支援します。 

２． 子どもと職員が施設で共に生きていく中で、育てる・育ちあういとなみを展開し、

子ども自身が「かけがえのない存在」と感じられる養育をめざします。施設として

被措置児童等虐待根絶のための取り組みを強化し、子どもの人権が守られる

施設づくりのために不断の努力を続けます。 

３． 養育の質をさらに高めていくために、本会が作成した「改訂 児童養護施設の

研修体系－人材育成のための指針－」に基づいた人材育成をすすめます。ま

た、子どもが安心して生活することができるよう、経験を積んでスキルを高めた

職員が長く働くことのできる労働環境の整備とともに、人員配置基準の改善を

求めます。 

４． 様々な課題を抱えた子どもたちが社会で自立していくために、入所が決まった

時に始まり、施設を退所した後も、個に応じたきめ細かな支援を日々の生活か

ら丁寧に行います。子ども自身が主体的に自立を考えて、自ら未来を選びとる

ことのできる、一人ひとりに寄り添った支援を継続します。 

５． 子育てにおける社会問題（虐待、貧困、孤立等）の解決に向けて、施設が拠点

となり、地域の子育て支援の役割を担います。関係機関と連携し、里親家庭を

含む在宅の子育て支援にも取り組むことができるような体制の構築に取り組み

ます。 

６． 国による「新しい社会的養育ビジョン」の政策化のプロセスにあたっては、子ど

もたちのニーズや実態に応じた変革となるよう全養協として積極的に提言を行

います。また、ソーシャルアクションを展開し、日本の子どもたちに希望の未来

を与えることができるような制度改革を目指します。 

平成 29 年 11 月 10 日 

社会福祉法人全国社会福祉協議会 全国児童養護施設協議会 
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 地域共生社会の実現に向けた福祉医療施設のあり方～第

28回全国福祉医療施設大会 

 

全国福祉医療施設協議会（会長 桑名 斉）では 11 月 16～17 日、都内にて第 28

回全国福祉医療施設大会を開催し、全国の無料低額診療事業を行う病院・診療所等

から 171 名が参加しました。本大会では、「地域共生社会の実現に向けた福祉医療施

設のあり方」をテーマに、福祉と医療をめぐる諸課題に対して、両者の性格をあわせ持

つ福祉医療施設がこれまでの経験を生かし、地域社会に信頼される存在となるための

積極的な実践方策を明らかにすることを目的に開催しました。 

桑名会長は基調報告のなかで、昨今の福祉医療

施設をとりまく情勢に触れながら、「無料低額診療事

業の存在意義を地域に向けて発信していくことが大

事である」と述べました。 

その後、厚生労働省 社会・援護局 総務課の高

坂 文仁課長補佐による行政報告につづき「経営実

践・福祉医療実践報告」と「医療ソーシャルワーカー

実践報告」の 2 つの分科会を行いました。分科会で

は「健康教室実践報告と課題」や「行路人・無保険患

者への対応・取り組み」、「認知症カフェの取り組み」、「複数病院による外国人のため

の医療相談会の取り組み」などをテーマに、各施設で働く医療ソーシャルワーカー等

の現場での取組みや、今後の展開について発表が行われました。 

大会 2 日目は、独立行政法人国立病院機構副理事長の古都 賢一 氏より、「地域

共生社会における福祉医療施設の役割について」をテーマにご講演いただきました。

古都氏は地域共生社会において福祉医療施設へ期待することとして、「地域の新しい

福祉ニーズや制度の狭間の福祉需要へ積極的に対応するとともに、地域の多様な主

体との連携を強化していくことで、福祉医療施設の存在意義を発揮するべき」であると

呼びかけました。 

その後のシンポジウムでは、地域共生社会に求められるソーシャルワーカーの役割

をテーマに、立川市社会福祉協議会 地域福祉推進課長の山本 繁樹 氏、三井記

念病院医療ソーシャルワーカーの尾方 欣也 氏、日本福祉大学招聘教授の田島 

誠一 氏を登壇者として、地域共生社会の実現に向けて、包括的な相談支援体制の

構築が期待されているなか、福祉医療施設のソーシャルワーク機能や役割について、

討議・共有をはかり、2日間の大会を締めくくりました。 

 

開会挨拶を行う桑名斉会長 
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■ 「熱くかたりあおう！そしてステップアップ In 備後」全国から約

740名参加～ボランティア全国フォーラム 2017 
 

11 月 18～19 日、広島県・岡山県をまたぐ備後圏域（広島県福山市・三原市・尾道

市・府中市・世羅町・神石高原町，岡山県笠岡市・井原市）にてボランティア全国

フォーラム 2017 が開催され、全国からスタッフを含めて

約740名が参加されました。本フォーラムはボランティア・

市民活動に関わる幅広い参加者が集まり、2 日間にわ

たって学び合い、これからのボランティア・市民活動につ

いて考え、情報を共有し合う場となりました。 

1 日目は開会行事のあと、「広がれボランティアの輪」

連絡会議会長の上野谷 加代子 氏より『ボランティア・

市民活動の展望（総論）』として基調講演をいただきました。続いて『ボランティア・市民

活動の展望（各論）』をテーマに、「広がれボランティアの輪」連絡会議副会長・原田 

正樹 氏のコーディネートのもと、

NPO 法人若者応援コミュニティとり

のす代表理事 井口 陽平 氏、広

島県生活協同組合連合会代表理

事専務 高田 公喜 氏、社会福祉

法人さんよう理事長 辰川 和美 

氏の 3 事例を基にシンポジウムが

行われました。最後に「分科会にむ

けて」として、7 つの各分科会の

コーディネーター等から 2 日目のそれ

ぞれの分科会の概要が紹介されまし

た。 

2 日目は午前中に 7 つの分科会が

行われ、いずれの分科会でも活発な

議論がなされ盛況となりました。また、

分科会とは別に 4つの地域（岡山県笠

岡市・広島県府中市・広島県三原市・

広島県尾道市）でフィールドワークが行

われ、その地域で活発に行われているボランティア・市民活動を実際に目にする機会

も設けられました。さらに、午後は「広がれボランティアの輪」連絡会議顧問の山崎 美

挨拶を述べる橋本哲之委員長 

シンポジウムの様子 

分科会の様子 
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貴子 氏によるコーディネートで、各分科会の登壇者による分科会共有の時間を設け

て総括を行いました。 

閉会式では、ボランティア全国フォーラム 2017 備後圏域実行委員会副委員長で尾

道市社会福祉協議会会長 加納 彰 氏から参加者や関係者への感謝の意が述べら

れ、続いて次年度の開催地となる長野県軽井沢の実行委員会を代表して、軽井沢町

社会福祉協議会会長の矢内 英男 氏から次回開催予告と花束贈呈があり、フォーラ

ムを締めくくりました。 

 

 

 地域共生社会の実現に向け一体となって取組みをすすめる～

政策委員会幹事会（第 4回） 
 

本年度第 4 回となる全社協政策委員会幹事会（委員長 井手之上 優 大阪府社

協常務理事）を 11 月 20 日に開催しました。 

開会のあいさつで井手之上委員長は、社会保障・社会福祉をめぐっては財政健全

化への強い流れがあるなかで介護・障害・診療報酬のトリプル改定や福祉人材の確保、

サービスの量と質の拡充・向上といった非常に厳しい状況に直面している。それぞれ

の課題に対して社会福祉協議会、施設経営社会福祉法人、民生委員・児童委員など

福祉関係者が現場の実情を正しく伝えながら、連携・協働のもとでの取組みが重要で

あり本委員会としてもしっかりと活動を展開してまいりたい、と述べました。 

協議では、経営実態調査結果等を踏まえた介護・障害サービス等の報酬改定に向

けた検討状況をはじめ、社会保障と税の一体改革に関連した施策等の動向等を確認

したうえで、福祉人材確保・処遇改善（キャリアパス）、施設内虐待防止・権利擁護、子

ども・子育て支援、社会的養護、生活困窮者支援、地域における公益的な取組といっ

た各分野別の課題と種別協議会等構成組織による対応と今後の取組みを報告、意見

交換を行いました。 

意見交換を通じた共通理解のもと、引き続き、各分野の検討状況や動向を把握・検

証しながら、福祉サービスの拡充と支援を必要とする利用者の視点から、本委員会と

しての要望・提案をすすめていくこととしました。あわせて、翌 11 月 21 日に開催される

自由民主党 社会福祉推進議員連盟総会における構成組織からの意見・要望事項を

確認しました。 

また、8 月 2 日に公表された「新しい社会的養育ビジョン」への対応課題の整理と今

後の取組みについて検討するため、政策委員会に「新たな社会的養育ビジョンに関

する検討会」を設置することを確認しました。 
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全社協 政策委員会 

「新たな社会的養育ビジョンに関する検討会」について 

 

１．趣旨 

 改正児童福祉法が謳う理念の実現に向け、社会的養護を必要とする一人ひとりの

子ども、親、家族に適切な養育、支援・援助が行き届く重層的な施策をめざして、と

くに社会的養護関係施設の役割・機能の再整理・再構築への構想（提言）と課題を

中心に検討を行う。 

 

２．主な検討項目 

 ・ 新しい社会的養育ビジョンへの当面の対応課題 

 ・ 家庭的養護推進計画と都道府県推進計画、都道府県子ども・子育て支援事業 

 ・ 支援計画について（自治体との関係、連携のあり方） 

 ・ 社会養護関係施設の取組等について 

 

３．構成 

 ・ 全国乳児福祉協議会       平田 ルリ子 会長 

 ・ 全国児童養護施設協議会    桑原 教修 会長 

 ・ 全国母子生活支援施設協議会 菅田 賢治 会長 

 ・ 上記種別協議会の担当委員会委員長等 

 ・ 全社協 寺尾 徹 常務理事（政策委員会幹事） 

 ・ 全〃協 野崎 吉康 事務局長（   〃   ） 

 ・ 全〃協 笹尾 勝 政策企画部長 

 

 オブザーバー：全社協 児童福祉部 

 

 

 

 共同受注窓口の運営課題を明らかにし、体制整備や機能強

化をはかる～平成 29年度 全国共同受注窓口担当者会議 
 

全国社会就労センター協議会（会長 阿由葉 寛／以下、セルプ協）では、11月 20

日に各都道府県の共同受注窓口担当者 32 名の参加者を得て全国共同受注窓口担

当者会議を開催しました。 

本会議は、官公庁や民間企業が社会就労センターに物品や役務の発注を行う場
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合に、調整等の機能を有する共同受注窓口の運営課題を明らかにし、体制整備や機

能強化、全国の共同受注窓口の職員間の交流をはかることを目的として、毎年開催し

ているものです。 

はじめに、厚生労働省 社会・援護局 障害保健福祉部 障害福祉課 村山 奈美

子就労支援専門官より、優先調達推進法による調達の状況と就労継続支援 B 型事業

所や共同受注窓口の現状等について行政説明をいただきました。 

午後は、共同受注窓口の実践事例として、滋賀県社会就労事業振興センターとか

ごしま障がい者共同受注センターから、それぞれのセンターの現状と課題、今後の運

営について発表いただきました。 

さらに、今年度の新たな試みとして、参加者に各都道府県の一押しの商品や役務を

発表いただく、「我が県セルプのイチオシ！」と題した情報交換の時間を設けました。

各都道府県で創意工夫を凝らした商品

や役務を発表いただきました。 

参加者によるグループ討議では、共

同受注窓口の経営安定化や受注実績

を上げるための工夫、共同受注窓口間

での連携などについて、各窓口の利用

者の工賃や賃金向上に向けた創意工

夫を凝らした取組みを踏まえ、情報や

意見を共有しました。 

 

 

  

会議の様子 
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第 13回権利擁護・虐待防止セミナー 
地域共生社会の実現と権利擁護の推進 

～社会福祉制度改革の動向と地域における福祉・生活課題への取組～ 

参加者受付開始 

 

少子高齢化、人口減少社会での持続可能な

社会保障を再構築しようと、全世代対応型の社

会保障・福祉制度への方向性が提起されてお

り、平成 30 年度は各福祉諸制度改革が動いて

いきます。 

そうした動向のなかで、とくに個別支援を必要

とする人びとの権利擁護と福祉・生活課題の解

決のためには、こうした福祉基盤体制とかかる生

活支援等の専門福祉人材の確保が急務となりま

す。 

そのためには、社会福祉協議会、社会福祉法

人・施設が主体となって、地域社会の社会資源

を活かしつつ連携・協働をはかっていかなけれ

ばなりません。 

本セミナーは、福祉に携わる幅広い関係者・

機関組織が地域のなかでいかに連携・協働をは

かり、地域の実情に応じた包括的な権利擁護と

支援活動を促進していくべきか考察することを目的として開催します。 
 
 
 
 
 
セミナー概要 

 

主 催：社会福祉法人 全国社会福祉協議会 

日 時：平成 30 年 2 月 13 日(火)10 時 10 分～17 時 

会 場：全社協・灘尾ホール(東京都千代田区霞が関 3-3-2 新霞が関ビル LB階) 

インフォメーション 

↑画像をクリックすると開催要綱にジャン

プします。 

http://www.shakyo.or.jp/news/20171130_seminar.pdf
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対 象：社会福祉協議会（日常生活自立支援事業、成年後見センター、生活困窮者 

支援事業関係部所）、社会福祉法人・施設、民生委員・児童委員、市区町 

村、都道府県、児童相談所、福祉事務所、地域包括支援センター等 

参加費：10,000 円 

定 員：200 名 

締 切：平成 30 年 1 月 30 日(火)(定員になり次第締め切り) 

内 容： 

講演Ⅰ 「地域における高齢者の福祉と権利擁護～支える地域を創る～（仮題）」 

川崎幸クリニック院長／認知症の人と家族の会 副代表 杉山 孝博 氏 

講演Ⅱ 「これからの障害者福祉と共生社会の実現」 

毎日新聞論説委員 野澤 和弘 氏 

 

シンポジウム「包括的な権利擁護と生活支援の取組に資する連携・協働に向けて」 

シンポジスト： 

岩手県社会福祉協議会事務局次長／地域福祉企画部長 右京 昌久 氏 

堺市社会福祉協議会 生活支援課 権利擁護支援係 主査 崎山 由紀子 氏 

西宮市社会福祉協議会 常務理事 清水 明彦 氏 

社会福祉法人 みおつくし福祉会 東さくら園 施設長 廣瀬 みどり 氏 

社会福祉法人 村山苑 法人企画課長 吉成 晋二 氏 

コーディネーター：首都大学東京 都市教養学部 教授 岡部 卓 氏 

 

セミナーの詳細や申込等については、下記 URL より要綱をダウンロードし、ご覧くださ

い。 

http://www.shakyo.or.jp/news/20171130_seminar.pdf 

 

 

問合せ先： 

セミナー内容に関する問合せ 

全国社会福祉協議会政策企画部 広報室(佐藤、浄閑) 

TEL03-3581-7889 FAX03-3580-5721 

 

参加申込・宿泊等に関する問合せ 

名鉄観光サービス株式会社新霞が関支店(担当：下枝、山辺) 

TEL03-3595-1121 FAX03-3595-1119 

  

↑ＵＲＬをクリックすると開催要綱にジャンプします。 

http://www.shakyo.or.jp/news/20171130_seminar.pdf
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「2018 年度・第 43期福祉施設長専門講座」受講者募集のご案内 
 

 

社会福祉施設の経営課題の分析や経

営資源の活性化、サービスの質の向上、

人材の育成、地域福祉の拠点としての役

割など、社会福祉施設の経営および運営

管理に携わる施設長の役割は、近年ます

ます重要となっています。 

本講座は社会福祉施設長を対象に、施

設長に求められる専門知識や施設の経営

管理能力などについて学習し、より一層実

践能力を高めることを目的としています。

経営管理、サービス管理、地域における公

益的取組の 3 分野を中心に、スクーリングやレポート提出を通して学ぶ本講座の受講

をぜひご検討ください。 

詳細は、中央福祉学院ホームページをご覧ください。 

講座の概要 

【受講資格】社会福祉施設長（管理者）または理事長・理事等であって、社会福祉事 

業経験が 1年以上あり、さらに次のいずれかに該当する方。 

①中央福祉学院が実施する「社会福祉施設長資格認定講習課程」を修 

了した方。 

②社会福祉主事（3 科目主事を除く）、保育士、社会福祉士、介護福祉士、 

医師、理学療法士、作業療法士、看護師、精神保健福祉士、介護支援 

専門員資格のいずれかを有する方。 

③上記①②以外の方であって、2 年以上施設長の職にある方。 

※施設長相当の業務を担当していれば、社会福祉施設長（管理者）ま 

詳細につきましては、中央福祉学院ホームページ

をご覧ください。 

http://www.gakuin.gr.jp/ 

↑画像をクリックするとホームページにジャンプ
します。 

http://www.gakuin.gr.jp/
http://www.gakuin.gr.jp/
http://www.gakuin.gr.jp/training/course303.html
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たは理事長・理事以外の役職であっても受講可能。 

【受講期間】平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

      ※下記日程でスクーリングを開催（第 1回・第 2回ともに出席） 

       第 1 回：平成 30 年 7 月 7 日（土）～7 月 10 日（火） 

       第 2 回：平成 31 年 2 月 16 日（土）～2 月 19 日（火） 

【定  員】200 名 

【費  用】205,700 円（消費税等込） 

【申込方法】申込書を郵送 

【申込期限】平成 30 年 2 月 15 日（木）≪当日消印有効≫ 

 

【受講案内・申込書のダウンロードはこちら】 

ホームページから申込書をダウンロードし、郵送にてお申込ください。 

http://www.gakuin.gr.jp/training/course303.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問合せ先】 

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 中央福祉学院 

TEL 046-858-1355（平日9:30～17：30） FAX 046-858-1356 

↑ＵＲＬをクリックすると中央福祉学院のホームページにジャンプします。 

http://www.gakuin.gr.jp/training/course303.html
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～福祉の現場実践を支える基礎的知識が身につく～ 
平成 30年度 社会福祉主事資格認定通信課程 受講者募集のご案内 

（民間社会福祉事業職員課程・春期コース） 

 

中央福祉学院では、標記通信課程の平成

30 年度受講者を募集しています。本通信課

程は、民間社会福祉事業の現場に現在勤務

している職員が、社会福祉主事任用資格を通

信教育により取得することを目的として開講す

るものです。 

「社会福祉主事」は、福祉事務所の現業員

や査察指導員等に必要とされる任用資格で

すが、高齢者福祉、障害者福祉、児童福祉な

どの民間社会福祉事業の現場においても、

福祉職員の基礎的な資格として準用されてお

り、毎年全国から多くの方が本課程で学ばれ

ています。 

標記課程は、40 年を超える伝統を有し、年

間約 5,000 名（春・秋コース通算）の受講者が

学んでいる実績があります。社会福祉に関す

る科目や関連科目を幅広く学ぶことで、全分

野・全職種に共通した基礎的知識を身につ

けることができます。 

また、本課程修了後、所定の相談援助業務に 2 年以上従事すると、「社会福祉士」

の受験資格を得るための短期養成施設への入学資格を得ることができます。本学院

でも社会福祉士短期養成コースを実施していますので、主事資格取得後のさらなる

キャリアアップを見据えた継続的な学習を計画いただけます。 

詳しくは中央福祉学院ホームページより『受講案内』をご覧ください。皆さまのお申

し込みを心よりお待ちしております。 

 

通信課程の概要 

【受 講期間】：平成 30 年 4 月～平成 31 年 3 月（1 年間） 

【学 習内容】：自宅学習による答案作成（16 科目）、面接授業（5 日間） 

【受講コース】：施設職員コースまたは社協職員コース 

【受 講 料】：87,400 円 (消費税等込額。添削指導料、テキスト・教材費・面接授業 

料含む)※面接授業時の交通費・宿泊費等は別途。 

【受 講資格】：社会福祉法に基づく第 1種・第 2種社会福祉事業の民間施設・事

業所、あるいは介護保険法に基づく介護保険事業者の指定を受け

た民間施設・事業所に従事していること。（詳細は受講案内をご覧く

↑画像をクリックするとホームページにジャン
プします。 

http://www.gakuin.gr.jp/training/course295.html


 

 19 

ださい） 

【申込締切】：平成 30 年 1 月 31 日（水）【当日消印有効】 

（定員に達し次第締め切ります。） 

【受講案内・申込書のダウンロードはこちら】 

ホームページから申込書をダウンロードし、お申込ください。 

http://www.gakuin.gr.jp/training/course295.html 

 

 

【問合せ先】 

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 中央福祉学院 

TEL 046-858-1355（平日9:30～17：30） FAX 046-858-1356 

 

 

 

 

 

  

↑ＵＲＬをクリックすると中央福祉学院のホームページにジャンプします。 

http://www.gakuin.gr.jp/training/course295.html
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■ 第10回社会保障審議会 生活困窮者自立支援及び生活保護部会【11月 16日】 

生活困窮者自立支援制度および生活保護制度の見直しに関する論点整理ならび

に見直しの視点が示された。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000184923.html 

 

■ 第 21回「社会保障審議会児童部会社会的養育専門委員会」【11 月 22日】 

来年度までの都道府県計画見直し作業に向けて、里親等委託の推進、施設での養

育等のあり方等を対象に早急に見直し、要領を年内に示すとしている。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000185868.html 

 

■ 第 152回社会保障審議会介護給付費分科会【11 月 22日】 

居宅介護支援、介護老人保健施設、介護医療院等の報酬・基準に関する議論。

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000185798.html 

 

■ 第 5回今後の障害者雇用促進制度の在り方に関する研究会【11 月 24日】 

障害者雇用の現状の評価や希望や障害特性に応じた働き方を実現するための対

応等について関係団体にヒアリングを実施した。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000186146.html 

  

※ 政策の動きや審議会等の会議情報、厚生労働省新着情報等をお知らせします。 

 

 

 

 

 

詳細につきましては、全社協・政策委員

会サイト内「社会保障・福祉政策の動向

と対応」をご覧ください。 

http://zseisaku.net/ 
 

社会保障・福祉政策情報 

厚生労働省新着情報より 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000184923.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000185868.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000185798.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000186146.html
http://zseisaku.net/
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開催日 会議名 会場 担当部 

12 月 1 日 地域の福祉力セミナー 
日光市藤原総合文

化会館 
地域福祉部 

12 月 2～6 日 
全国ナイスハートバザール

2017 in ぐんま 

けやきウォーク前

橋（群馬県前橋市） 

高年・障害福

祉部 

12 月 4～5 日 
初級リスクマネージャー養

成講座 2017 
TIME24 ビル 法人振興部 

12 月 6～7 日 
第 22 回日本・韓国・台湾民

間社会福祉代表者会議 

大阪大学中之島セ

ンター（大阪市） 
国際部 

12 月 7～8 日 
平成 29 年度全国保育組織

正副会長等会議 

全社協・灘尾ホー

ル 
児童福祉部 

12 月 11～12 日 
第3回災害ボランティアセン

ター運営者研修 

おかやま西川原プ

ラザ 
地域福祉部 

12 月 11～12 日 
身障協 第 7 回職員スキル

アップ研修会 
新横浜国際ホテル 

高年・障害福

祉部 

12 月 11～12 日 第 4 回施設長実学講座 
全社協 5 階 

会議室 
法人振興部 

12 月 12 日 
子どもの育ちを支える、子ど

も・子育て全国フォーラム 

全社協・灘尾ホー

ル 
児童福祉部 

12 月 12～13 日 
上級リスクマネージャー養

成講座 
TFT ビル研修室 法人振興部 

12 月 13～14 日 
社会的養護を担う児童福祉

施設長研修会 

全社協・灘尾ホー

ル 
児童福祉部 

12 月 18～19 日 
キャリアパス上級管理者研

修会 
ロフォス湘南 中央福祉学院 

12 月 22 日 政策委員会第 5回幹事会 
全社協 5 階 

会議室 
政策企画部 

  

全社協 12 月日程 
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全社協の新刊・月刊誌 

 

出版部で発売した図書と月刊誌の特集をご案内いたします。いずれの書籍も読者

の関心が高いテーマや重要な課題をとりあげています。関係者皆様への周知にご協

力くださるようお願いいたします。 

 

<新刊図書> 

●『居宅サービス計画ガイドラインVer.2 アセスメン    

トから計画作成へのマニュアル付』 

(全国社会福祉協議会 編 A4 判 313 頁) 
 

介護支援専門員（ケアマネージャー）が「居宅

サービス計画」を作成するためにアセスメント手

法として全国社会福祉協議会が開発したものが

『居宅サービス計画ガイドライン』です。 

本書は、2013 年 12 月に発行した『居宅サー

ビス計画ガイドライン Ver．1』に家族介護者の支

援を目的のひとつにくわえ、またアセスメントから

ケアプラン原案作成をサポートするためのマニュ

アルを加え改定したものです。 

(11 月発行 定価本体 2,000 円税別） 

 

  

図書・雑誌 
詳細につきましては、出版部ホームページをご覧く

ださい。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/ 

↑画像をクリックすると図書購入ページにジャ 

ンプします 

https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2939&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2939&_class=040101&_category=ISBN978-4-7935-1243-8
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●特集「施設で『看取る』ということ」 

『ふれあいケア』12 月号 

2006 年の介護報酬の改定で「看取り介護加算」が

追加されて以降、終末期ケアを行う施設が多くなって

きています。そのなかで、利用者の苦しみを取り除

き、望みに応える、家族との関係をつくるなど、個々

のニーズに合った支援をしていくことがより求められ

ます。 

看取り期に誰がかかわり、どのような支援を行って

いくのか、施設だからこそできる「看取り」について考

えます。 

（11 月 20 日発売 定価本体 971 円税別） 
 
 
 
 
 

●特集「平成 29年度『生活保護担当ケースワーカー全国研修会』から（後編）」 

『生活と福祉』11 月号 

本号の特集は 9月号の続編として平成 29年度「生

活保護担当ケースワーカー全国研修会」の講義の抄

録を紹介します。 

本号では後編として、講義 3「ケースワーカーのた

めの対人援助技術～アセスメントの考え方とプランニ

ングについて～」、講義 6「健康管理支援について」、

講義 7「就労支援について」の概要をまとめました。 

（11 月 20 日発売 定価本体 386 円税別） 

【問合せ先：出版部 TEL 03-3581-9511】 
 

 

 

 

 

 

 

 

＜レポート送付先＞ 

本レポートは、報道関係者、都道府県・指定都市社協、種別協議会等協議

員、政策委員会委員、本会理事・評議員の方々にお送りしています。 

↑画像をクリックすると図書購入 

ページにジャンプします。 

↑画像をクリックすると図書購入 

ページにジャンプします。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2938&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2938&_class=120101&_category=17807
https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2937&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2937&_class=120101&_category=05595

